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1.情 報システムにおける組織関連の聞題

情 報技術 の急激 な発展 に よって,企 業 システム に も大 きな イ ンパ ク トがあ る

ことは周知 の事実 である。企業 内外 で,基 幹業 務の再構築,イ ンターネ ッ トコ

マースへ の対 応 など,こ れ まで にない変革 に迫 られてお り,そ の意 味で,新 し

い情 報 システム構築 の成 否は,企 業 の生命線 に抵 触す る課題 であ る。現在,企

業 にお ける情 報 シス テム成功の鍵 は,適 切 な ビジネス のデザ イン と,こ れ を支

援す る技 術 システ ムを適切 に設計す る ことである と言 われる。

一 方
,最 近注 目され てい るISO13407(HumanCentredDesignProcessfor

InteractiveSystem)に お ける基本 プ ロセス(図1)の 中 に,「 ユー ザー や組
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織 の要求項 目の明確化」 とい う ものがあ る。情 報 シス テム を構築す る上 で,組

織 を含 む社会 シス テムの影 響 につ いては,欧 州 で は早 くか ら注 目されていた。

最 も著 名 な研 究 に,Emery&Trist(1969)に よ る社 会技術 システ ム(Socio-

TechnicalSystems)が あ る。この研 究 は,あ る鉱山 に新技術 を導入す る際 に,

技 術 シス テムのみ を導入 した場合 と,社 会 システム を再編 しなが ら技術 シス テ

ムを導入 した場合 との比較 を行 った結 果,後 者 の方が効果 的であ った とい うも

のであ る。 この考 え方 は,情 報 システム に も適用 され てお り,系 統的 な研 究が

続 け ら れ て い る。 本 報 告 で は,Eason(1997)の"Understandingthe

OrganisationalRami丘cationsofImplementingInformationTechnology

Systems"を 基 に社会技 術 ア プローチ の概 要 の解説 を行 う。 これ によって,情

報 システム を構築 す る上で,上 記の2つ の要因 に加 えて,第3の 要因 と して,

適 切 な社 会 シス テムデザ イ ンの必 要性 を明 らか に したい。

2.情 報システムにおける組織への影響を表現するフレームワーク

我々の行動は,そ の前提 となる認知的なスキーマによって制約されている。

このことから,情 報システム構築 をする際の組織への配慮は,我 々の前提 とな

っている,情 報 システムが組織に与えるインパ クトモデルによって左右 されて

いると言える。ここでは,こ れまでのシステム構築の前提 となっている組織へ

の影響を考えた2つ のモデルと社会技術 アプローチの規範 となるモデルを解説

する。

2-1。 決定論的モデル

図2は,情 報技術が現代に比べ浸透 していなかった1970年 代 に議論 されたも

のである。 しかしなが ら,現 在もこのフレームワークのままのアプローチは少

な くはない。このモデルが示すように,「 まず,情 報技術 あ りき」で始 まり,

その結果,組 織へのインパク トの良否は技術によって決定論的に決まるとする

態度である。 したがって,組 織 は技術 システムに対 して受動的な実態であ り,
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図2情 報技術による決定論的な組織への影響

情報システム導入後に変動がある場合 は,影 響がある組織の責任者がその対応

にあたるということになる。情報 システム導入後でなければ,そ の影響がわか

らないので,悪 影響がある場合は,大 幅な設計変更を下流工程でおこなわなけ

ればならず,多 くの損失を生む危険性がある。場合によっては,開 発 を断念す

ることも考 えうる。残念なが らこのような事例は,未 だに少なくはない(谷 島

他(1996))。

2-・2。 偶発的モデル

図3は,情 報技術導入による組織への影響 を考慮 しているものである。情報

システムのハー ド,ソ フ トの面 と共に組織関連の要因が,シ ステムを導入する

組織に影響 を与えることを配慮 したものである。ただし,こ の配慮は,技 術シ

ステムを前提 とした上で限定 された ものであ り,開 発初期での配慮 にとどまる

ものである。 したがって,シ ステム設置後の組織の影響 を推定 しなが ら,社 会

システムを設計するためには不十分である。
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図3情 報技術 による偶発的な組織への影響(Eason,1996)

2-3.組 織適合化 モデル

図4に 示されたモデルは,Eason(1997)に より提案されたものであ り,

情報 システムにおける社会システムの位置づけを明確 に示 したものである。モ

デルの前提 として,社 会 システムは自立的に行動するエージェン ト(人 間)の

集合体であるという考え方に基づいている。このシステムをデザインするとは,

業務(暗 黙 となっているものも含む)の 分析,管 理の集中と分散の仕方,責 任

の配分の仕方,企 業文化の継承,企 業の使命の明確化,組 織の志気などを決定

あるいは調整す ることである。

一般的には
,形 式的な情報システムの構築は,図 のビジネス機能の要求に応

じて情報技術のシステムを設計することであ り,AとBの プロセスが主たるも

のである。 しかしなが ら,イ ンフォーマルな設計プロセスとして,C,D,E



人間中心の情報システム構築法としての社会技術アプローチ 111

は 欠 かせ ぬ ものであ る。Walton(1989)は,情 報 シス テムの成否 をわ ける要

因が,こ れに関わ っている ことを指摘 してい る。

成果

鷺7癖 瓢継 嫉罪
影響

社会システム

の反応

図4組 織適合モデル

3.ビ ジネス機能,技 術システム,社 会システムの関わり方の検証

Eason(1997)は,そ の論文の中で,情 報システム構築の事例 として,表1

のような9つ のケースを示 している。どれも社会 システムに関わる要因がシス

テムデザインの失敗に大 きく作用 していることを説明している。この中から3

つの事例について,組 織適合化モデルを基にその状況を説明してみる。

3-1.コ ー一ルセンター ・サービス(図5)

英国のある小売業者の各営業所では,顧客からのオーダーか ら伝票を起こし,

それをFAXな どで情報処理セ ンターに送 り,そ こでコンピュータに入力 し,

発注 を行っていた。この中の起票からセンターでの入力を省略し,直 接,顧 客

からのオーダーをオンラインでコンピュータへ入力することによる効率化 を立

案 した。技術的には,大 規模な トランザクション処理に対応できるコンピュー

タ,ネ ットワーク環境が整備された。ソフ トウェア開発では,関 連業務 を分析

し,関 連する情報が明確 にされ,ガ イ ドラインに適合する適切 なユーザーイン

ターフェースが実装 された。



表1社 会システムが情報システムの成否の原因となった9つ の事例

名 称 ビジネス意図 技 術 結 果 原 因

コ ー ル セ ン タ ー ・ 電話による注文からす ぐ トラ ンザ ク シ 入力の手順 と顧客の要求にズ 電話による顧客要求について調

1 サ ー ビス シ ス テム に発注することによる効 ヨ ン レ。 メ モ を した後 、 入 力 し、 効 査 して い な か っ た。

率化 率 は悪 くな っ た。

2
患者情報管理シス 患者の管理情報とカルテ デ ー タベ ー ス 医師がカルテ情報を入力しなか 実際に医師によるユーザビリテ

テ ム のデ ー タベー スの構 築 シス テム っ た 。 ス トを して い なか っ た。

法律文書作成支援 法律文書の品質向上 DTP 秘書にワープロ作業を依頼 し、 システム設置後の組織へのイン
3
シ ステ ム 本来業務に支障が出た。 パクトを考慮しなかった。

配電盤診断システ ルー テ ィ ンワー クの軽 減 エ キ スパ ー ト 論理以外のルールが存在した。 形式的な作業 しか分析 しなかっ

4 ム シス テ ム 責任の所在が不明。 たと自動化への安易な期待があ

っ た 。

5
顧客サービスシス 顧客要求への迅速な対応 通信システム 作業者の個別状況を無視した指 職務配分について検討しなかっ

テム 示 。 た 。

国際間営業所ネッ 煩雑な文書の効率化、物 WAN、 ロ ジ 営業所所長間の利害調整が困難 各営業所の組織特性を考慮して

6 トワー ク シス テム 流の標準化によるロジス ス テ ィッ クシ になり、各営業所の志気が低下 い なか った。

テイックの効率化 ス テ ム した 。

英国教員給与支払 給与情報の集中管理 WAN 教員の不振と不満が増大し、中 ローカルサイトの個別の対応を
7
シス テム 止 す る 。 無視 した。

会議支援システム 会議の効率的な運用と管 会議用パッケ 多大な準備を必要とし、新案件 基本となる会議モデルが固定さ
8

理 一 ジ シ ステ ム を議論できない。 れ てい る。

モバイル営業シス フレキシブルな営業活動 モ バ イ ル、 ネ 会社への帰属意識が薄れ、営業 営業 マ ンの イ ン フ ォー マ ル な活

9 テム ッ トワ ー ク シ マンの家族を仕事に巻き込む。 動を理解していなかった。

ステ ム

N
N

理

8

ら
魂
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このシステムが設置され,す ぐに,オ ペレータか らシステムの不具合が報告

されることになった。開発 されたシステムのユーザーインターフェースは,入

力手順が規定されてお り,決 められた情報が入力 されないと次に進めない形式

になっていた。顧客によっては周知のデータも毎回入力 されなければならなか

った。 また,顧 客によって,注 文の仕方が異なっていたが,シ ステム設置後は

一方的にオペ レータの問い合わせ に応える形式になってしまった。これが,顧

客に大 きな不満をもたらす結果になった。

そのため,最 終的には,従 来通 り顧客のオーダーをメモ書 きし,電 話応対終

了後にコンピュータ入力をすることにな り,当 初の計画していた効率化は,断

念せざるをえなかった。この場合 は,一 般的な電話応対のタスクについて検討

したものの,実 タスクの分析 を怠ったために実際の業務 との著 しいギャップを

生 じたためと考えられる。これは,図 に示すように,技 術 システムに対する社

会システムの反応からNOを 受けたことになる。
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3・一一2.患 者情報管理システム(図6)

英国のある病院で,患 者の管理情報 とカルテに記載される情報 を統合 した

データベースを構築することによって,病 院管理の効率化を計画 した。まず,

受付業務をオンライン化することに成功 した。 ところが,医 師はカルテ情報を

入力することがなかった。あっても,部 分的な情報 しか入力されず,デ ータベー

ス としては不十分なものであった。

この理由として,コ ンピュータ入力 によって患者への問診が阻害されること,

入力データに機密を要するものがあ り,そ のセキュリティに不安があること,

何より多 くの医師はコンピュータ利用に不馴れであることがわかった。

この結果,カ ルテ情報の入力は断念されて,管 理情報のみのシステムに縮小

されることになった。この場合は,問 診の業務が明確に分析 されていなかった

ことと,問 診結果がデータベース化されることによる医療業務への影響を理解

していなかったためによると考えられる。 したがって,技 術 システムとビジネ

ス変化の2つ の側面に対 してNOの 反応があった といえる。この事例のような

露婁斗欝
尽

@∠響
患者 医師

o、

図6患 者情報管理システム
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医師による診察の活動 を,社 会学や人類学の専門家を交えて分析をし,エ ンジ

ニァに も理解で きる定量的な推奨値を提案 した研 究が,EuropeXeroxに て

研究されている。

3-3.国 際間営業所ネッ トワーク(図7)

欧州の国家間の物流 を担う運送業者は,国 家間を移動する荷物の場合,多 く

の文書を作成 しなければならない。この煩雑な文書処理をネ ットワークによる

決済システムに変更 し,同 時に,最 適なロジスティックが可能なように各国の

営業所での顧客の応対を標準化することにした。

このシステムを導入 した結果,営 業所間の収益分配の仕方に問題が生 じ,営

業所長間での調停が必要になった。 さらに,そ れまで,各 営業所がそれぞれの

地域 に根 ざした顧客サービスを行ってきたため,標 準化によってこれらのノウ

ハウの蓄積が無視されるにいたったことが問題 になった。最も深刻であったの

が,各 営業所の志気への抵触であった。各営業所 は,地 域事情に合わせた顧客

との関わ りを構築 し,そ の顧客満足を達成する中に自己実現の機会を見いだし

ていた。地域に密着 した応対が,職 場の活性化の重要な要素となっていたこと

になる。幸運にも,こ のシステムの場合は,い くつかの営業所間でテス ト導入

し,こ の問題を早期に理解できたために,本 格的な導入前にシステムへの方針

を変更することが可能であった。結果として,各 営業所間の業務体制を尊重 し

た形式で,シ ステムの再構築が行われることになった。

この事例は,ビ ジネス機能の変化による社会 システムへの影響が決定的な問

題を生む好例であると思われる。形式的には,ビ ジネス機能 と技術システムの

関係から,情 報 システムは設計され,社 会システムの問題は,非 公式に取 り上

げ られる。多 くの場合,技 術 システムの最適化 と社会システムのそれは,必 ず

しも一致せず,し かも,社 会 システムには一意的な最適解は存在 しないため,

情報システム設置後に思わぬ反動に遭遇する事態を生むことになる。
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図7国 際間営業所ネットワーク

4.社 会技術 アプローチの考 え方

4-1。 基本指針

社会技術アプローチのねらいは,情 報システムを,多 様に変化する社会シス

テム といかに協調させて,よ り調和 された社会システムを生み出すかにある。

ネットワーク化
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情報システムは,人 間系のシステムであ り,物 理系のシステムではない。すな

わち,情 報 システムは,人 間 ・組織の 目標を達成するためのッールであるとい

う姿勢である。これは,パ ーソナルコンピュータで言われる,"Computeras

atool"と 同じ理念であ り,コ ンピュー タを導入することに目的があるのでは

な く,そ れをどう生かすかということが重要であるという視点である。

しか しながら,シ ステムが大規模化 し,技 術が複雑化 し,さ らに社会が急激

に変化することによって,往 々にして,方 法が目的化 し,新 技術を導入すれば

組織 目標を達成するという幻惑にとらわれてしまうことになる。これには,前

述のような,包 括的なシステム導入に対する方法論の未熟 さも影響 してお り,

これに対する認知的なスキーマも未発達なままである。

4-2.方 法 論

包 括 的 な社 会 技 術 ア プ ロー チ と し て は,Mumford(1991)のETHICS

(EffectiveTechnicalandHumanImplementationComputerSystem)や,

Emery(1983)の"searchconference"カ ミ有名 であ る と言 わ れ るが,国 内で は

あ ま り紹介 されてい ない ものであ る。 また,EUのESPRITプ ロ ジ ェク トの

一 環 と して行 われ たORDIT(OrganisationalRequirementsDefinitionforIn -

formationTechnologySystems)プ ロ ジェ ク トも同 じ事 情 に あ る。 一方,参

加 型設 計(ParticipatoryDesign)が 法 制化 されて い る北 欧で は実践 的 な試み

が な され ている。一例 としてUtopiaプ ロ ジェ ク ト(Ehn(1988))が あ る。

この ように,背 景 の重 要 さに比べ,包 括 的な方法論 は必 ず しも普及 してい る

とは言 えない状 況 にある。代 わって関心 が払 われ ているの は,組 織 の要 求分析 ・

要 求定義 の領域 で ある。この領域 で著 名 な方法論 と言 えば,Checkland(1981)

の ソ フ トシス テムズ アプ ローチが ある。 また,Suchman(1987)の 民 族 学 を

応用 した手法 も広 く知 られて いる。

この組織要 求 を分析す る上で,重 要 なのが ステー クホル ダーの分析 であ る。

ステー クホル ダー とは,そ の システム に関係 す る人 間の総称で ある。 一般的 に

は,シ ス テムに関係す る人間 は,エ ン ドユ ーザーか ら始 ま り,そ の人に仕事 を
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指示する人,そ の仕事を基に業務を行っている人々,シ ステムの管理者,メ ン

テナス要員,購 買決定者などと様々に存在 している。情報システムの場合 は,

単純にユーザーだけの要求だけでは要件定義はできないため,重 要なステーク

ホルダーを明確にすることが,決 定的な着手点 となる。最近,注 目されていた

Hammer(1990)のBPR(BusinessProcessRe-engineering)は,成 功 率が

30%に 満たないと言われているが,そ の原因として,適 切なステークホルダー

の参画が意図されていないことをEason(1997)は 指摘 している。また,規 模

が大 きいシステムの場合は,ス テークホルダー問によって利害の対立 も発生す

る場合 も多いため,事 前にシステム導入後のステークホルダー問の利害を分析

することが有効である。

しか しながら,仮 に,適 切なステークホルダーが選定された場合でも,彼 ら

は明確に要求を理解 しているとは限らない。一般的に,ユ ーザーなどか ら要求

分析するには,次 の3つ の段階がある。

1)ユ ーザーが要求 を理解 している場合:要 求の把握(capture)

2)ユ ーザーが潜在的に要求を持 っている場合:要 求の抽出(elicit)

3)ユ ーザーに具体的な要求がない場合:要 求の創出(generate)

新 しい技術 を導入する情報システムの場合は,開 発当初 は具体的なシステム

イメージがないので,3)の 要求創出のケースとなる。 したがって,ス テーク

ホルダーとの協調 しなが らどのように要求分析 ・要求定義をしてゆくかが問題

となる。要求分析は,小 規模なテス トシステムを実施 し,修 正を繰 り返 しなが

ら仕様をまとめてゆくのが最良な方策と考えられるが,コ ス ト面から様々なプ

ロトタイプを利用 してゆ くのが実質的な方策 となっている。また,シ ナリオを

利用 してゆく手法も提案 されている。いずれにして も,要 求定義はユーザー側

がするわけであるか ら,シ ステム構築 に責任のあるステークホルダーが,シ ス

テムによって何がで き,何 がで きないかを学習してゆくことに主眼が置かれる

べ きものである。 したがって,開 発はこの学習プロセスを促進するように,繰

り返 し設計(iterativedesign)が 推奨 される。 システム設計 の場合 は,こ の

要求定義がシステムの成否を負 うものであるが,納 期,コ ス トの上で,最 も有
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効なプロトタイプやシナ リオ手法が求められることになる。

4-・-3.自 立分散型

前述のケース3の ように,全 体の効率化を目指 して,標 準化 し,集 中管理を

計画することが多 くある。 しかし,こ の場合の効率は,ロ ーカルにあるサブシ

ステムが均一である場合に可能となる。生命体と同じく,社 会システムの特性

はその多様性 にあるので,集 中管理によっては期待 した効果を得 られないこと

になる。 したがって,シ ステム全体のパフォーマ ンスを考える前提 として,有

効な最小単位のサブシステムをどのように発見するかが着手点となると言われ

る。そ して,そ のサブシステムの自己組織化が進み,か つ全体 との整合性が と

られることをね らいとすることになる。従来より,サ ーバーアン ドクライアン

トシステムの導入によって,自 立分散型の有効性が謳われるようになっている

が,要 はこの考え方を社会システムにも適用することになる。 しかしながら,

理念はあっても,社 会システムについての具体的な手法は模索段階にあると考

えられる。

5.ま と め

第3章 の事例に限ったことではな く,実 際の情報システム開発において,社

会 システムを考慮することの重要性は経験的には理解されてきたことである。

また,優 れたシステムインテグレータは,こ の観点か らの洞察を行ってきてい

る(手 島他(1999))。 社会技術アプローチは,そ の経験知 を外在化 していると

言える。

また,社 会技術アプローチの手続きは,ISO13407の 人間中心プロセスと重

なるものであ り,こ の規格が対象 としている対話型システムを情報システムへ

と拡張 して適用できる可能性がある。問題は,開 発マネージメントの観点から,

どの部門のどのようなスキルを持った人材が これを行ってゆ くか ということに

なる。あえてその専門性を言うならば,ユ ービリティエ ンジニアリングあるい
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は,要 求工学技術者ということになる。 しか しながら,こ の専門性 は,国 内の

システム開発領域ではあまり知 られてはいない。国際的な動向を鑑みるにあた

って,こ の専門性 を持つ技術者の育成は急務のことである。

最後 に,こ のISO13407と 社会技術 アプローチの関係 を別な視点から考察 し

てみる。

13407の 成果物は,人 間中心開発を行 うために利用された文書類であるので,

文書情報システムとも言える。ビジネス機能か ら見れば,製 品の利用品質を向

上 させ る開発力 を向上させることである。そ して,実 態は,実 際の開発プロセ

スの実現 を指す。したがって,社 会技術アプローチか ら見れば,13407の 適応

とは,人 間中心開発の実プロセスを生成することであ り,そ のために,組 織

人材,手 法の整備 を行ってゆ くことである。ここでは,開 発 システムにおける

社会 システムのデザインが必要になる。ISO9000で 陥った認証の問題は,文

書を整 えるという技術システムに偏った場合に生 じる。この反省 もあり,最 近

の認証の考えは,組 織品質あるいは,そ の成熟度を認証するということになっ

ている。そのために,文 書の監査ではな く,開 発現場に入 り,数 日間の観察,

面接に基づ く評価 を行 うという対応が考えられている(Geis(2000))。 実際の

現場が整備されているか どうかをチェックするというのである。すなわち,こ

こで求められるのは,実 質的に活動の継続可能な 『現場』を創出することであ

る。 この視点から,欧 米では,現 場の成熟度の評価尺度が検討 されている(例

えば,ISOTR15504)。 しかしながら,現 場 を全体 として観 るというは,東 洋

的であ り,個 と全体の関係など,優 れた洞察(清 水(1999)が ある。 したがっ

て,新 しい世紀に向けた新 しい情報システム論に対 して 日本が貢献できること

は,決 して小 さいものではないと考える。
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